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１ 入学定員設定の考え方及び定員を充足する見込み 

 

（１）定員設定の考え方 

   社会の高度情報専門人材の需要の高まりに伴い、「数学及び情報科学の知

識と研究経験を活かして、地域ならびに国際社会の発展に積極的に貢献す

る技術者、研究者、教育者など高度専門職業人を養成する」ことを教育目標

とし、21 世紀型スキルを備えた STEAM 人材（普遍的な知識と汎用的技能を

文理横断的に修得し、時代の変化に合わせて積極的に社会を支え、論理的思

考力を持って社会を改善していくことのできる人材）に対する社会要請に

応えるため、これまで鹿児島大学理工学研究科（以下、「本研究科」という。）

が掲げてきた 

 

① 幅広い知識と俯瞰的視野を有する人材 

② 第４次産業革命や Society5.0 等、高度な情報化社会に対応し、情報収

集・分析及び発信力に長けた人材 

③ 他分野にも関心をもち、柔軟な発想力・デザイン力により社会のニー

ズの変化に対応できる人材 

④ 協調性とコミュニケーション能力に優れ、新しいことにチャレンジで

きる人材 

⑤ 優れた指導力及び教授法を有する人材 

 

  といった養成する人材像を見直し、 

 

① 幅広い知識と俯瞰的視野を有する人材 

② 革新と多様化のすすむ高度情報化社会に対応し、情報の収集・分析及

び発信能力に優れた人材 

③ 異分野融合に関心を持ち、柔軟な発想力とデザイン力により新たなシ

ーズを創出するとともに社会のニーズの変化に対応できる人材 

④ コミュニケーションとコラボレーション能力に優れアントレプレナー

シップに溢れる人材 

⑤ 高い倫理観を備え、優れた指導力及び教授法を有する人材 

 

  を養成するため、教育内容を高度化し、理工学研究科博士前期課程に、新た

に理学専攻の数理情報科学プログラム及び工学専攻の情報・生体工学プロ

グラムを母体とした「情報科学専攻」（以下、「本専攻」という。）を設置す

る。 

 

本専攻の入学定員は、母体とする理学専攻の数理情報科学プログラムの目

安定員 10 名と、工学専攻の情報・生体工学プログラムの目安定員 44 名に加

え、既存の工学専攻の他プログラムから 15 名を移行する。これは既存の理
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学専攻及び工学専攻のその他 10 プログラムの過去の修士論文の中から情報

系の研究テーマが設定されているものを調査した結果として、本専攻の学生

として受け入れられる潜在的な実態を踏まえたものである。さらに、アンケ

ート結果から農水系、人文系等、異分野からのニーズがあることを踏まえ、

５名増として、計 74 名に設定する。 

 

 

（２）学生確保の見通し 

ア 学生確保の見通しの調査結果 

（ア）アンケート調査結果による見通し 

      本専攻設置に向けたニーズや学生確保の見通しを立てるため、令

和５年７月10日から８月31日にかけてWebアンケートを実施した。 

      調査の結果、企業・組織等 81 団体、企業・組織等に所属するエン

ジニア等の専門職 272 名、本学の理学部、工学部、法文学部、農学部、

水産学部の学部生、高等専門学校専攻科生、県内の大学院組織のない

工業系私立大学の工学部生計 351 名、本学の本研究科、人文社会科学

研究科、農林水産学研究科の博士前期課程学生計 174 名の合計 878 の

団体と個人から回答を得た。 

なお、アンケート実施に当たっては、本専攻の構想（概要）を説明

した上で、本専攻に的を絞った形で作成した設問に回答してもらった。 

なお、アンケート集計結果にある（ ）は回答数である。 

 



学生確保（本文） － 5 － 

 情報スキル不足への対応と効果 

企業・組織においては社員に対し 100％、エンジニア等の専門

職、学生の個人単位では自身に対し、９割以上が情報科学に関す

るスキル不足を感じている。 

 

 

さらにエンジニア等の専門職で情報スキル不足を感じている部

門や業務従事年数を調査した結果、ほぼ全ての部門で情報スキル

の必要性が意識されており、研究開発職の意識が圧倒的に多いほ

か、いずれの部門でも、15 年以上の業務経験者が占める数が全般

的に多い。 
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情報科学に関するスキル不足対策は、企業では、社内研修、社

外研修、自主研修とほぼ全ての企業が何らかの形態で対策を講じ

ている。 

一方で、学生は大学の授業を受講するに次いで、特に何もして

いない者がかなりの数見受けられた。これは、学生自身では対処

法がわからず必要な対策を講じることができていないものと思

われる。 

また、前述のアンケート結果で、調査対象者の９割以上がスキ

ル不足を感じていることからも、現在の対策では期待した効果が

得られていないと言える。 

 

 
 

 本専攻に対する期待と学修意欲 

以上のような背景に対し、情報科学に特化した本専攻に対する

期待度を調査した結果は、企業・組織、企業・組織に所属するエ

ンジニア等の専門職、学部学生・他大学学部生・高専専攻科生の

学生のいずれにおいても９割以上が高い期待を寄せている。 
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 本専攻への進学希望者数 

アンケート対象者のうち、本学学部学生と他大学学部学生・高

専専攻科生に対して本専攻への進学意欲について調査したとこ

ろ、５割以上（176 名）が入学に対し前向きであることが確認さ

れた。その内訳は、４年生及び専攻科２年生が 77 名、３年生及び

専攻科１年生が 99 名であり、本専攻の入学定員以上の志願者が

期待できる。 

また、異分野（他学部）学生については、４年生が１名、３年

生が７名入学に対し前向きであり、異分野からの志願者も期待で

きる。 
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企業・組織等では所属するエンジニア等専門職に対し、ほぼ半

数の企業等が修士の学位を取得させたいと希望していることに

加え、エンジニア等の専門職の中にも、自身のキャリアップや業

務スキルアップのために２割が学位を取得したいと要望してい

ることから、社会人にもリスキリング等の潜在的な進学ニーズが

相当数ある。 
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（イ）アンケート調査のまとめ 

      情報科学に関するスキル不足とそれに対する欲求は確実に存在し、

しかも、その対策は十分ではない。 

企業・組織においては、スキル不足を解消するための独自の研修

システムはあるものの十分であるとは判断しておらず、学生におい

てもその対策すら十分に取れておらず、情報科学に関するスキル不

足は社会の抱える課題といえる。 

今回の本専攻設置の取組みが、企業・組織、企業・組織に所属する

エンジニア等の専門職、学部学生において９割以上から期待が寄せ

られていることほか、社会の要請に十分に則したものであると考え

られる。 

 

イ 既設研究科の定員確保の状況 

本研究科博士前期課程は、令和２年度にそれまでの 10 専攻を理学専

攻（５プログラム）、工学専攻（７プログラム）の２専攻に再編した。

さらに、令和４年度に工学専攻への人材養成のニーズを踏まえ、入学定

員を 286 名から 301 名と 15 名増員した。 

近年のコロナ禍による学生の経済状況の悪化や、DX を推進する企業

の理系学生への活発な採用活動により、学部卒の段階で就職を選択する

学生が増加していたこともあり、年度と専攻によって多少のばらつきは

あるものの、本研究科の志願者倍率の平均は 1.32 倍、定員充足率の平

均は 1.02 倍を維持している。 

特に本専攻の母体となる数理情報科学プログラム及び情報・生体工学

プログラムを志望する志願者は多く、数理情報科学プログラムでは令和

２年度以降過去４年間の平均志願倍率は 1.83 倍（最大 2.70 倍）、情報・

生体工学プログラムでも同様に 1.28 倍（最大 1.38 倍）であることから

も、情報科学分野への関心は高く、定員確保も十分に可能である。 

 

 

専攻名 入学定員

99 / 62 78 / 62 82 / 49 81 / 56 85.00 / 57.25

1.55 / 0.97 1.22 / 0.97 1.28 / 0.77 1.27 / 0.88 1.33 / 0.90

326 / 235 276 / 252 301.00 / 243.50

1.47 / 1.06 1.24 / 1.14 1.36 / 1.10

291 / 225 306 / 249 298.50 / 237.00

1.23 / 0.95 1.29 / 1.05 1.26 / 1.00

425 / 297 354 / 314 373 / 274 387 / 305 384.75 / 297.50

1.49 / 1.04 1.24 / 1.10 1.24 / 0.91 1.29 / 1.01 1.32 / 1.02

過去４年間の志願者数(倍率)/入学者数(定員充足率)（専攻毎）

合計

工学専攻（令和4年度以降）

令和2年度 令和3年度 令和5年度 平均値令和4年度

237名

222名

286名
（令和３年度まで）

301名
（令和４年度以降）

工学専攻（令和3年度まで）

64名理学専攻
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ウ その他，検討・分析した事項 

本研究科の特徴として、理学部、工学部から本研究科博士前期課程への学

内進学希望者が非常に多いことが挙げられる。これは、令和２年度から開始

した「学士・修士一貫教育」の成果であると考えられ、これも学生確保の見

込の裏付けになる。 

 

 

 以上のことから、本専攻の入学定員（74 名）に対して、十分な進学需要があ

ると判断している。 

 

２．学生確保に向けた具体的な取組 

  学部学生に向けた大学院進学説明会等一般的な取組みを行っているほか、

理学部と工学部では、本研究科との有機的な連携に基づき取り組んでいる「学

士・修士一貫教育」を通じて、学部学生が本研究科への進学を検討する機会を

与えるほか、学部学生の要望に応じて個別にラボツアーを実施する等、細やか

な情報提供を行っている。学内他学部、他大学及び高専専攻科の学生に対して

も、本専攻の設置趣旨、教育内容等について説明会を実施する等、広報活動に

取り組む。 

  また、社会人学生については、産学連携による教員と企業との繋がりを活か

した「ウミガメ型リカレント教育」を、外国人留学生（大学院生）については、

地元企業との連携による「万羽鶴型リカレント教育」を展開し、積極的な学生

確保に努めている。 

 

（１）学士・修士一貫教育 

   「学士・修士一貫教育」は、令和２年度の本研究科博士前期課程改組と

連動した取組みであり、学部３年次から本研究科博士前期課程２年次まで

の４年間を、計画的に学修・研究できる教育方法である。 

本研究科への進学を希望する理学部、工学部の優秀な学生が、学部３年

次から本人の希望に基づき、選考を経て開始できる教育で、学部４年次に

卒業研究の実施とともに一部の大学院授業科目を先行履修できることを

理学部
卒業生

修士課程
進学者

進学率
工学部
卒業生

修士課程
進学者

進学率
修士課程
入学者

学内進学率

令和元年度 184 51 27.7% 440 223 50.7% 285 96.1%

令和２年度 180 59 32.8% 447 225 50.3% 297 95.6%

令和３年度 179 62 34.6% 426 246 57.7% 314 98.1%

令和４年度 172 48 27.9% 444 223 50.2% 274 98.9%

令和５年度 160 52 32.5% 449 233 51.9% 305 93.4%

学部から大学院への学内進学状況
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特徴とし、博士前期課程でのより高度な学修と研究が可能になり、加えて、

研究インターンシップや長期海外留学への参加が容易になる。 

年平均 140 名（当該学年学部生の約 20％）がこの教育プログラムに合格

している。なお、「学士・修士一貫教育」に合格していない学生でも、本研

究科に進学する者がいることを申し添える。 

 

 

 （２）ウミガメ型リカレント教育 

    「ウミガメ型リカレント教育」は、企業に入社した卒業生を、企業側が

数年後に再教育のために本研究科に社会人大学院生として派遣する教育

プログラムである。 
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（３）万羽鶴型リカレント教育 

「万羽鶴型リカレント教育」は、地元企業が採用（予定含む）する外国

人若手人材（学部卒）を本研究科博士前期課程の正規学生として受け入れ、

地元企業が求める高度技術人材として養成し、修了した学生は地元企業に

戻り活躍する教育プログラムで、地元企業の奨学金や「国費留学生の優先

配置プログラム」（令和４年度から６年度採択）も活用している。 

 

 

３ 人材需給の動向等社会の要請 

（１） 人材の養成に関する目的その他の教育研究上の目的 

   総合イノベーション戦略 2021（令和３年６月 18 日閣議決定）の「(4)

官民連携による分野別戦略の推進」において、「これまでに策定したＡＩ

技術、バイオテクノロジー、量子技術、マテリアルの「基盤技術分野」や、

環境エネルギー、安全・安心、健康・医療、宇宙、海洋、食料・農林水産

業の「応用分野」に関する分野別戦略に基づき、官民が連携して社会実装、

研究開発や人材育成などを着実に実施する。」とあるように、地球温暖化

やエネルギー・資源問題等に対し、工学、自然科学、環境科学、情報科学

の技術や知識を集結し、俯瞰的視野で新たな課題を発見し解決するための

先端技術開発及び人材育成が強く求められている。 

   また、「新しい時代に対応した大学教育改革の推進」（令和４年１月 18

日一般社団法人日本経済団体連合会提言）の「Ⅲ．新しい時代への対応に

向けて経済界が期待する大学教育改革」においても、「経済界でとりわけ

ニーズが高い人材は、デジタルに精通した人材やグローバル人材、環境技
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術やサステナビリティ課題等に詳しい人材（グリーン人材）と言える。そ

のような人材の育成に向けて、文理融合教育や、STEAM 教育、リベラルア

ーツ教育を推進して、幅広い知識に基づく俯瞰力や論理的思考力、数理的

推論力、構想力等を涵養するとともに、PBL 等の課題解決型教育やキャリ

ア教育、さらには起業家教育を拡充して、実際に社会で活躍するための素

養や能力、課題発見・解決力を身につけさせるよう、大学に期待する声が

大きい。」とある。 

   「IT 人材需給に関する調査」（経済産業省委託事業 2019.03 みずほ銀

行）によると、2030 年時点での IT 人材の需要と供給の差（需給ギャッ

プ）は、生産性の上昇率が 0.7%の場合、需要が供給を 16～79 万人上回る

と試算され、需給ギャップの緩和に向けて生産性の向上を図る必要がある

ことなどが示されている。また、IT 需要構造の変化に応じて、従来型 IT 

人材から先端 IT 人材へのスキル転換が進まない場合は、先端 IT 人材の

需要が供給を上回る一方で、従来型 IT 人材は需要が供給を下回る可能性

があることが示されている。 

IT 技術の発展に伴う IT 需要構造の変化が予見される中、IT 人材には、

新たな先端技術への対応も求められている。 

これらを踏まえ、本専攻では、数学及び情報科学の知識と研究経験を活

かして、地域ならびに国際社会の発展に積極的に貢献する技術者、研究者、

教育者など高度専門職業人を養成することを教育目標とする。 

本専攻の教育研究の柱となるのは、数理情報コース、認知・生体情報コ

ース、協創情報コースの３コースに対応する領域となるが、それぞれを個

別のプログラムとして独立した構成とはせず、シーズとニーズを融合させ

た複合的学問領域を持つ一つのプログラムとして教育研究にあたる。 

 

（２）上記（１）が社会的，地域的な人材需要の動向等を踏まえたものである

ことの客観的な根拠 

 

ア 企業等へのアンケート調査結果 

令和５年７月 10日から８月 31日にかけて Web アンケートを実施した

中から、社会的、地域的な人材養成の動向を分析した。 

 アンケートは、企業・組織等 81 団体、企業・組織等に所属するエンジ

ニア等の専門職 272 名、本学の理学部、工学部、法文学部、農学部、水

産学部の学部生、高等専門学校専攻科生、県内の大学院組織のない工業

系私立大学の工学部生計351名、本学の本研究科、人文社会科学研究科、

農林水産学研究科の博士前期課程学生計 174名の合計 878 の団体と個人

から回答を得た。 

なお、企業・組織等 81 団体へのアンケートは、鹿児島経済同友会や鹿

児島県工業倶楽部を通じて加盟している地域企業にアンケートを実施

したほか、国立研究開発法人海上・港湾・航空技術研究所、株式会社鹿
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児島銀行、九州電力株式会社、京セラ株式会社、株式会社新日本科学、

GMO ペパボ株式会社、ソニーセミコンダクタマニュファクチャリング株

式会社、株式会社トヨタ車体研究所、株式会社ユニマル、株式会社リリ

ー等、鹿児島県域に工場や研究所等の拠点を有する他、就職や共同研究

等の実績もある企業等には、アンケート以外にも直接、企業等役員に概

要を説明し、意見交換を行い、生の声の情報収集にあたった。 

その際、DX コネクトセンターに構成員として参加いただき、教育プロ

グラム構築や、PBL 授業等を通じて産学連携で学生を指導することにつ

いて協力を要請し内諾をいただいた。 

 

企業との意見交換で得られた主なニーズは以下のとおりであった。 

◆Ａ社 

・引き続き、産学連携を継続する。PBL の一つとして CO-OP 演習 の

活用可能性を検討。 

・効果のあるリカレント教育には、教員の対面指導が不可欠。 

・今後は、社会人の「スキルチェンジ」も求められている。引き続き

連携のやり方を相談したい。 

◆Ｂ社 

・産学連携（PBL、クロアポ、共同研究等）による高度情報人材育成の

取り組みに強く賛同する。 

・大学施設を活用した情報系技術を活用した社会実験の実施を検討す

る。 

・リカレントのニーズはレベルや内容が様々。バランスやコンテンツ

の選定が重要。 

・長期インターンシップの受入も可能。 

◆Ｃ社 

・産学連携（PBL、クロアポ、共同研究等）による高度情報人材育成の

取り組みに強く賛同する。 

・地域産業界には博士の学位取得者が絶対的に不足しており、危急の

対応が必要である。 

・スピード感をもって様々な情報技術の社会実装を進めたい。 

・社会人学生のリカレント教育による学位取得も検討したい（情報科

学の学位名称が望ましい）。 

◆Ｄ社 

・人材育成や研究推進に関する大学との連携に積極的に参画したい。

シナジー効果が期待できる。 

・情報科学の学位名称の追加にも賛同する。 

 

鹿児島県工業倶楽部からは、文書による要望書もいただいている。 
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  高度情報専門人材が持つべき情報スキルについては、企業や組織等、

エンジニア等の専門職、学部学生と大学院生に共通して、新たな課題を

見つけるためのデータ活用能力を中心とした高度なスキルであること

が確認できる。 

 
 

  企業・組織等が、情報スキルが必要と考える部門、社員層について調

査したところ、部門は全域、社員層については勤務経験を積んだ勤続 10

年以上の社員に求めていることが確認でき、期待する効果の最大値であ

る「業務効率化」に高度情報専門人材の活躍が大きく期待されている。 
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イ 既設専攻の修了生の就職実績 

本専攻の母体となる理学専攻数理情報科学ＰＧ及び工学専攻情報・

生体工学ＰＧの修了生の過去５年間の就職率は 100％である他、本研究

科博士前期課程修了生全体の就職率も概ね 100％を継続している。過去

５年間の本研究科の職種別就職状況は幅広い職種での採用が見受けら

れ、情報処理・通信技術者及び開発系の製造技術者としての採用が平

均 60％に及ぶことからも、本専攻の養成する高度情報専門人材、情報

技術を活用できる人材へのニーズは高いと考えられる。 

さらに特筆する特徴として、年々、鹿児島県内の企業に採用となる

修了生が増えつつあり、鹿児島県域に工場や研究拠点等を構える企業

の採用活動が活発になってきている傾向が見受けられる。 
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就職
希望
者数

就職
者数

就職率
就職
希望
者数

就職
者数

就職率
就職
希望
者数

就職
者数

就職率
就職
希望
者数

就職
者数

就職率
就職
希望
者数

就職
者数

就職率

53 53 100% 42 42 100% 50 50 100% 100%

36 36 100% 51 51 100% 46 46 100% 100%

27 27 100% 20 20 100% 28 28 100% 1 1 100% 100%

47 47 100% 44 44 100% 45 45 100% 1 1 100% 100%

13 13 100% 11 11 100% 7 7 100% 100%

40 40 100% 38 38 100% 41 41 100% 100%

9 9 100% 10 10 100% 11 11 100% 1 1 100% 100%

14 14 100% 15 15 100% 15 15 100% 1 1 100% 100%

15 14 93% 21 21 100% 16 16 100% 98%

11 10 91% 10 10 100% 3 3 100% 97%

数理情報科学PG 13 13 100% 10 10 100% 100%

物理・宇宙PG 11 11 100% 13 13 100% 100%

化学PG 15 15 100% 12 12 100% 100%

生物学PG 9 9 100% 8 8 100% 100%

地球科学PG 4 4 100% 2 2 100% 100%

機械工学PG 52 52 100% 44 44 100% 100%

電気電子工学PG 40 40 100% 53 53 100% 100%

海洋土木工学PG 15 15 100% 15 15 100% 100%

化学工学PG 16 16 100% 16 16 100% 100%

化学生命工学PG 19 19 100% 28 28 100% 100%

情報・生体工学PG 36 36 100% 45 45 100% 100%

建築学PG 33 33 100% 29 29 100% 100%

265 263 99% 262 262 100% 262 262 100% 266 266 100% 276 276 100% 100%

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

博士前期課程　就職状況

合計

理学専攻

工学専攻

機械工学専攻

電気電子工学専攻

建築学専攻

化学生命・化学工学専攻

海洋土木工学専攻

情報生体システム工学専攻

数理情報科学専攻

物理・宇宙専攻

生命化学専攻

地球環境科学専攻

平均
就職率
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加えて、企業・組織へのアンケートにおいても、８割を超える団体か

ら、情報科学専攻修了者の採用に前向きな回答を得られていることから、

十分な人材需要があると判断している。 

 
 

     以上のことから、本専攻が養成する人材像は、社会的な人材需要の見

通しを踏まえたものであり、工学、自然科学、環境科学、情報科学の技

術や知識を集結し、俯瞰的視野で新たな課題を発見し解決するための

先端技術開発ができる、デジタルに精通した人材やグローバル人材、環

境技術やサステナビリティ課題等に詳しい人材養成に十分に応えられ

ると言える。 
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